
様式2
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山谷地区
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岩手県一関市



様式２－１　評価結果のまとめ

都道府県名 面積 29.5ｈａ

交付期間 0.4

基幹事業

提案事業

基幹事業

提案事業

基幹事業

提案事業

当　初

変　更

単位 基準年度 目標年度 モニタリング 評価値

あり

なし ●

あり ●

なし

あり

なし

あり

なし

単位 基準年度 目標年度 モニタリング 評価値

 ４）定性的な効果
　　発現状況

●

●

 １）事業の実施状況

削除/追加の理由

当初計画に
位置づけ、
実施した事業

事業名

当初計画か
ら削除した事

業

目標
達成度

△

1年以内の
達成見込み

実施内容

1,200

328

△

H21

 ２）都市再生整備計画
　　に記載した目標を
　　定量化する指標
　　の達成状況

従前値 目標値

居住人口の増加 人 304 H15 335 H21年9月

数　　値 フォローアップ
予定時期

地域内交流の活性化 人/年 0 H15 1,650 H21

指標４

指標３

 ３）その他の数値指標
　　（当初設定した数値
　　目標以外の指標）に
　　よる効果発現状況

指　標
従前値 目標値

住宅満足度 ％ 14 H12
その他の
数値指標1

効果発現要因
（総合所見）

数　　値

82

目標
達成度※１

1年以内の
達成見込み

市営住宅入居者を対象に住宅満足度調査を実施
したところ、総合的な住宅満足度が高かったので
事業の効果が確認された。

Ｈ21年9月

今後も地域住民の意見を聞き、施設の利用促進を図る。
地域住民の主体的な活動に任せ、市は後方支援に徹する。

・山谷自治会による地区コミュニティーセンターの指定管理、道
路清掃、花壇づくりなどの地域づくり活動を実施している。

都市再生整備計画に記載し、実施できた

実施状況 今後の対応方針等

 ５）実施過程の評価

地区コミュニティーセンターやふれあい緑地公園整備について地域住民と協議を行って実施したため、地域住民のまちづくりに対する意識が高まった。

交付期間
の変更

地域住民の主体的な活動に任せ、市は後方支援に徹する。都市再生整備計画に記載はなかったが、実施した

都市再生整備計画に記載したが、実施できなかった

住民参加
プロセス

モニタリング なし

都市再生整備計画に記載し、実施できた

都市再生整備計画に記載はなかったが、実施した

都市再生整備計画に記載したが、実施できなかった

・地域住民による自治会組織を創設した。
・地区コミュニティーセンターやふれあい緑地公園の整備につい
て、地域住民と協議を行い合意形成を図った。

都市再生整備計画に記載し、実施できた

都市再生整備計画に記載はなかったが、実施した

都市再生整備計画に記載したが、実施できなかった

持続的なまちづくり
体制の構築

山谷地区

フォローアップ
予定時期

効果発現要因
（総合所見）

市営住宅整備事業や道路改良事業等により良好
な居住環境が整備され、市営住宅入居者数が着
実に増加し、区域内居住人口の増加が図られた
が、目標値にいくらか達しなかった。

地域内の掻引城跡地にふれあい緑地公園を整備
したことにより、子供から高齢者まで広く利用され、
地域内住民交流や世代間交流が促進された。

H21年10月

市営住宅宅地造成事業

なし

なし

平成16年度～平成20年度

なし

925百万円

指　標

市道改良事業（中学校線・山谷団地１号線）、地域生活基盤施設（ふれあい緑地公園）、高次都市施設（地区コミュニティーセンター）、公営住宅等整備（公営住宅・特公賃住宅）

交付期間の変更による事業、
指標、数値目標への影響

国費率平成16年度～平成20年度

削除/追加による目標、指標、数値目標への影響

地区名

事業名

なし

なし

交付対象事業費平成20年度事後評価実施時期

岩手県 市町村名 一関市

その他の
数値指標２

新たに追加し
た事業

指標1

指標２



様式２－２　地区の概要

単位：　人 304 H15年度 335 H21年度 328 H20年度

単位：　人/年 0 H15年度 1,650 H21年度 1,200 H20年度

単位： H H H

大目標・・・快適で安心な暮らしの環境づくり
　目標１・・・良好な居住環境の形成による居住人口の増加
　目標２・・・地域住民相互のふれあいの場の確保による地域内交流の活性化

まちづくりの目標 目標を定量化する指標

地域内交流の活性化

居住人口の増加

今後のまちづくり
の方策

（改善策を含む）

・快適で安心に暮らせる魅力ある居住環境づくり
　市営住宅整備事業等の実施により地域の良好な居住環境が整備され、区域内居住人口は着実に増加しているものの、今後は少子高齢化により増加は見込めないことから、地域住民による環境美化活動や地域づくり活動などを
　継続的に実施することにより、快適で安心して暮らせる魅力ある居住環境の創出を図っていくことが必要である。
・施設を活用した地域住民交流の促進
　地域住民の交流の場となる、ふれあい緑地公園や地区コミュニティーセンターの利用を促進することにより、地域の住環境や生活の質の向上が図られるため、施設を活用した地域住民交流を更に促進することが必要となっている。

まちの課題の変化
・道路改良事業により中学校の通学路や団地内道路の安全性・利便性が図られた。
・市営山谷住宅団地が建替え整備されたことにより,地域の居住環境が大幅に向上し、地域の居住人口が着実に増加している。
・ふれあい緑地公園が整備されたことにより、地域住民の交流の場として子供から高齢者まで広く利用されている。

目標値 評価値

山谷地区（岩手県一関市）　まちづくり交付金の成果概要

従前値


